




同意案第１号 
 
 
   人権擁護委員の推薦について 

 

 

 下記の者を人権擁護委員に推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２

４年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 
 
               記 
 

   氏 名  遠
えん

 藤
どう

 隆
たか

 子
こ

 

 
 
令和４年６月６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 遠藤隆子委員の任期満了（令和４年９月３０日）に伴い、引き続き推

薦するものです。  
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議案第１号 

 
 

   専決処分の承認を求めることについて 
 
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づきこれを報

告し、承認を求める。 
 
 
  令和４年６月６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
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専 決 処 分 書 

 

令和４年３月３１日公布の「地方税法等の一部を改正する法律」の

施行に伴い、北広島市税条例(昭和２５年広島村条例第１４号)を改正

する必要が生じたが、特に緊急を要するため議会を招集する時間的余

裕がないことが明らかであると認められるので、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき次のとおり専決

処分する。 

 

 北広島市税条例の一部を改正する条例（別紙） 

 

令和４年３月３１日 

                  

北広島市長 上 野 正 三   
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  北広島市税条例の一部を改正する条例 

 

北広島市税条例(昭和25年広島村条例第14号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

(法人の市民税の申告納付) (法人の市民税の申告納付) 

第33条の6 略 第33条の6 略 

2～8 略 2～8 略 

9 法第321条の8第62項に規定する特定法人である

内国法人は、第1項の規定により、納税申告書に

より行うこととされている法人の市民税の申告

については、同項の規定にかかわらず、同条第6

2項及び施行規則で定めるところにより、納税申

告書に記載すべきものとされている事項(次項及

び第11項において「申告書記載事項」という。)

を、法第762条第1号に規定する地方税関係手続用

電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機

構(第11項において「機構」という。)を経由して

行う方法により市長に提供することにより、行わ

なければならない。 

9 法第321条の8第60項に規定する特定法人である

内国法人は、第1項の規定により、納税申告書に

より行うこととされている法人の市民税の申告

については、同項の規定にかかわらず、同条第6

0項及び施行規則で定めるところにより、納税申

告書に記載すべきものとされている事項(次項及

び第11項において「申告書記載事項」という。)

を、法第762条第1号に規定する地方税関係手続用

電子情報処理組織を使用し、かつ、地方税共同機

構(第11項において「機構」という。)を経由して

行う方法により市長に提供することにより、行わ

なければならない。 

10～14 略 10～14 略 

15 第12項前段の規定の適用を受けている内国法

人につき、法第321条の8第71項の処分又は前項の

届出書の提出があったときは、これらの処分又は

届出書の提出があった日の翌日以後の第12項前

段の期間内に行う第9項の申告については、第12

項前段の規定は適用しない。ただし、当該内国法

人が、同日以後新たに同項前段の承認を受けたと

きは、この限りでない。 

15 第12項前段の規定の適用を受けている内国法

人につき、法第321条の8第69項の処分又は前項の

届出書の提出があったときは、これらの処分又は

届出書の提出があった日の翌日以後の第12項前

段の期間内に行う第9項の申告については、第12

項前段の規定は適用しない。ただし、当該内国法

人が、同日以後新たに同項前段の承認を受けたと

きは、この限りでない。 

16 略 16 略 

  

(固定資産課税台帳の閲覧の手数料) (固定資産課税台帳の閲覧の手数料) 

第59条の2 法第382条の2に規定する固定資産課税

台帳(同条第1項ただし書の規定による措置を講

じたものを含む。)の閲覧の手数料は、徴しない。 

第59条の2 法第382条の2に規定する固定資産課税

台帳の閲覧の手数料は、徴しない。 

  

(固定資産課税台帳に記載されている事項の証明

書の交付手数料) 

(固定資産課税台帳に記載されている事項の証明

書の交付手数料) 

第59条の3 法第382条の3に規定する固定資産課税

台帳に記載されている事項の証明書(同条ただし

書の規定による措置を講じたものを含む。)の交

付手数料は、北広島市手数料徴収条例に定める額

とする。 

第59条の3 法第382条の3に規定する固定資産課税

台帳に記載されている事項の証明書の交付手数

料は、北広島市手数料徴収条例に定める額とす

る。 

  

   附 則    附 則 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割

合) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2 略  2 略 

3 法附則第15条第26項第1号イに規定する太陽光

を電気に変換する特定再生可能エネルギー発電

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、3分の2とする。 

3 法附則第15条第27項第1号イに規定する太陽光

を電気に変換する特定再生可能エネルギー発電

設備について同号に規定する条例で定める割合

は、3分の2とする。 

4 法附則第15条第26項第1号ロに規定する風力を4 法附則第15条第27項第1号ロに規定する風力を
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改正後 改正前 

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

3分の2とする。 

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

3分の2とする。 

5 法附則第15条第26項第1号ハに規定する地熱を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

3分の2とする。 

5 法附則第15条第27項第1号ハに規定する地熱を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

3分の2とする。 

6 法附則第15条第26項第1号ニに規定するバイオ

マスを電気に変換する特定再生可能エネルギー

発電設備について同号に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

6 法附則第15条第27項第1号ニに規定するバイオ

マスを電気に変換する特定再生可能エネルギー

発電設備について同号に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

7 法附則第15条第26項第2号イに規定する特定太

陽光発電設備について同号に規定する条例で定

める割合は、4分の3とする。 

7 法附則第15条第27項第2号イに規定する特定太

陽光発電設備について同号に規定する条例で定

める割合は、4分の3とする。 

8 法附則第15条第26項第2号ロに規定する特定風

力発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

8 法附則第15条第27項第2号ロに規定する特定風

力発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

9 法附則第15条第26項第2号ハに規定する水力を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

4分の3とする。 

9 法附則第15条第27項第2号ハに規定する水力を

電気に変換する特定再生可能エネルギー発電設

備について同号に規定する条例で定める割合は、

4分の3とする。 

10 法附則第15条第26項第3号イに規定する特定水

力発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

10 法附則第15条第27項第3号イに規定する特定水

力発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第26項第3号ロに規定する特定地

熱発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

11 法附則第15条第27項第3号ロに規定する特定地

熱発電設備について同号に規定する条例で定め

る割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第26項第3号ハに規定する特定バ

イオマス発電設備について同号に規定する条例

で定める割合は、2分の1とする。 

12 法附則第15条第27項第3号ハに規定する特定バ

イオマス発電設備について同号に規定する条例

で定める割合は、2分の1とする。 

13 法附則第15条第29項に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

13 法附則第15条第30項に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

14 法附則第15条第33項に規定する条例で定める

割合は、2分の1とする。 

14 法附則第15条第34項に規定する条例で定める

割合は、2分の1とする。 

15 法附則第15条第34項に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

15 法附則第15条第35項に規定する条例で定める

割合は、3分の2とする。 

16 法附則第15条第43項に規定する条例で定める

割合は、3分の1とする。 

16 法附則第15条第46項に規定する条例で定める

割合は、3分の1とする。 

17及び18 略 17及び18 略 

  

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告) 

(新築住宅等に対する固定資産税の減額の規定の

適用を受けようとする者がすべき申告) 

第10条の3 略 第10条の3 略 

2～6 略  2～6 略 

7 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修等住宅

又は同条第10項の熱損失防止改修等専有部分に

ついて、これらの規定の適用を受けようとする者

は、同条第9項に規定する熱損失防止改修工事等

が完了した日から3月以内に、次に掲げる事項を

記載した申告書に施行規則附則第7条第9項各号

に掲げる書類を添付して市長に提出しなければ

ならない。 

7 法附則第15条の9第9項の熱損失防止改修住宅又

は同条第10項の熱損失防止改修専有部分につい

て、これらの規定の適用を受けようとする者は、

同条第9項に規定する熱損失防止改修工事が完了

した日から3月以内に、次に掲げる事項を記載し

た申告書に施行規則附則第7条第9項各号に掲げ

る書類を添付して市長に提出しなければならな

い。 
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改正後 改正前 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 (4) 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令

附則第12条第31項に規定する補助金等 

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附

則第12条第31項に規定する補助金等 

(6) 熱損失防止改修工事等が完了した日から3

月を経過した後に申告書を提出する場合には、

3月以内に提出することができなかった理由 

(6) 熱損失防止改修工事が完了した日から3月

を経過した後に申告書を提出する場合には、3

月以内に提出することができなかった理由 

8 略  8 略 

9 法附則第15条の9の2第4項の特定熱損失防止改

修等住宅又は同条第5項の特定熱損失防止改修等

住宅専有部分について、これらの規定の適用を受

けようとする者は、法附則第15条の9第9項に規定

する熱損失防止改修工事等が完了した日から3月

以内に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行

規則附則第7条第11項各号に掲げる書類を添付し

て市長に提出しなければならない。 

9 法附則第15条の9の2第4項の特定熱損失防止改

修住宅又は同条第5項の特定熱損失防止改修住宅

専用部分について、これらの規定の適用を受けよ

うとする者は、法附則第15条の9第9項に規定する

熱損失防止改修工事が完了した日から3月以内

に、次に掲げる事項を記載した申告書に施行規則

附則第7条第11項各号に掲げる書類を添付して市

長に提出しなければならない。 

(1)～(3) 略 (1)～(3) 略 

(4) 熱損失防止改修工事等が完了した年月日 (4) 熱損失防止改修工事が完了した年月日 

(5) 熱損失防止改修工事等に要した費用及び令

附則第12条第31項に規定する補助金等 

(5) 熱損失防止改修工事に要した費用及び令附

則第12条第31項に規定する補助金等 

(6) 熱損失防止改修工事等が完了した日から3

月を経過した後に申告書を提出する場合には、

3月以内に提出することができなかった理由 

(6) 熱損失防止改修工事が完了した日から3月

を経過した後に申告書を提出する場合には、3

月以内に提出することができなかった理由 

10及び11 略  10及び11 略 

  

(宅地等に対して課する令和3年度から令和5年度

までの各年度分の固定資産税の特例) 

(宅地等に対して課する令和3年度から令和5年度

までの各年度分の固定資産税の特例) 

第12条 宅地等に係る令和3年度から令和5年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等の

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格(当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下この条において同じ。)に100分の5(商

業地等に係る令和4年度分の固定資産税にあっ

ては、100分の2.5)を乗じて得た額を加算した額

(令和3年度分の固定資産税にあっては、前年度分

の固定資産税の課税標準額)(当該宅地等が当該

年度分の固定資産税について法第349条の3又は

附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の固定資産税の課税標準となるべき

額とした場合における固定資産税額(以下「宅地

等調整固定資産税額」という。)を超える場合に

は、当該宅地等調整固定資産税額とする。 

第12条 宅地等に係る令和3年度から令和5年度ま

での各年度分の固定資産税の額は、当該宅地等に

係る当該年度分の固定資産税額が、当該宅地等の

当該年度分の固定資産税に係る前年度分の固定

資産税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の固定資産税の課税標準となるべき価格(当

該宅地等が当該年度分の固定資産税について法

第349条の3の2の規定の適用を受ける宅地等であ

るときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得

た額。以下この条において同じ。)に100分の5を

乗じて得た額を加算した額(令和3年度分の固定

資産税にあっては、前年度分の固定資産税の課税

標準額)(当該宅地等が当該年度分の固定資産税

について法第349条の3又は附則第15条から第15

条の3までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該宅地等に係る当該年度分の固定資

産税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る固定資産税額(以下「宅地等調整固定資産税額」

という。)を超える場合には、当該宅地等調整固

定資産税額とする。 

2～5 略 2～5 略 

  

(宅地等に対して課する令和3年度から令和5年度 (宅地等に対して課する令和3年度から令和5年度
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改正後 改正前 

までの各年度分の都市計画税の特例) までの各年度分の都市計画税の特例) 

第24条 宅地等に係る令和3年度から令和5年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、当該宅地等に

係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の

当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市

計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき価格(当

該宅地等が当該年度分の都市計画税について法

第702条の3の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下同じ。)に100分の5(商業地等に係る令和

4年度分の都市計画税にあっては、100分の2.5)

を乗じて得た額を加算した額(令和3年度分の都

市計画税にあっては、前年度分の都市計画税の課

税標準額)(当該宅地等が当該年度分の固定資産

税について法第349条の3(第18項を除く。)又は法

附則第15条から第15条の3までの規定の適用を受

ける宅地等であるときは、当該額にこれらの規定

に定める率を乗じて得た額)を当該宅地等に係る

当該年度分の都市計画税の課税標準となるべき

額とした場合における都市計画税額(以下「宅地

等調整都市計画税額」という。)を超える場合に

は、当該宅地等調整都市計画税額とする。 

第24条 宅地等に係る令和3年度から令和5年度ま

での各年度分の都市計画税の額は、当該宅地等に

係る当該年度分の都市計画税額が、当該宅地等の

当該年度分の都市計画税に係る前年度分の都市

計画税の課税標準額に、当該宅地等に係る当該年

度分の都市計画税の課税標準となるべき価格(当

該宅地等が当該年度分の都市計画税について法

第702条の3の規定の適用を受ける宅地等である

ときは、当該価格に同条に定める率を乗じて得た

額。以下同じ。)に100分の5を乗じて得た額を加

算した額(令和3年度分の都市計画税にあっては、

前年度分の都市計画税の課税標準額)(当該宅地

等が当該年度分の固定資産税について法第349条

の3(第18項を除く。)又は法附則第15条から第15

条の3までの規定の適用を受ける宅地等であると

きは、当該額にこれらの規定に定める率を乗じて

得た額)を当該宅地等に係る当該年度分の都市計

画税の課税標準となるべき額とした場合におけ

る都市計画税額(以下「宅地等調整都市計画税額」

という。)を超える場合には、当該宅地等調整都

市計画税額とする。 

2～5 略  2～5 略 

  

第26条 法附則第15条第1項、第10項、第14項から

第18項まで、第20項、第25項、第32項から第34

項まで、第36項若しくは第40項、第15条の2第2

項、第15条の3又は第63条の規定の適用がある各

年度分の都市計画税に限り、第182条第3項中「又

は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は附則

第15条から第15条の3まで若しくは第63条」とす

る。 

第26条 法附則第15条第1項、第10項、第15項から

第19項まで、第21項、第26項、第33項から第35

項まで、第37項、第39項若しくは第43項、第15

条の2第2項、第15条の3又は第63条の規定の適用

がある各年度分の都市計画税に限り、第182条第3

項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33

項又は附則第15条から第15条の3まで若しくは第

63条」とする。 
  

   附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和4年4月1日から施行する。 

(固定資産税に関する経過措置) 

2 別段の定めがあるものを除き、改正後の北広島市税条例の規定中固定資産税に関す

る部分は、令和4年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和3年度分までの

固定資産税については、なお従前の例による。 

 (都市計画税に関する経過措置) 

3 改正後の北広島市税条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和4年度以後の年度

分の都市計画税について適用し、令和3年度分までの都市計画税については、なお従

前の例による。 
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議案第２号 

 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定によ

り別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定に基づきこれを報

告し、承認を求める。 

 
 

令和４年６月６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
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専 決 処 分 書 

 

 道道きたひろしま総合運動公園線並びに市道西裏線及び北進通線は、北海道ボール

パークＦビレッジ来場者のアクセス向上及び渋滞対策のため北海道と基本協定を締

結し整備を進めており、令和５年３月に予定されている北海道ボールパークＦビレッ

ジの開業までに道路を完成させるため早急に細目協定を締結する必要が生じたが、特

に緊急を要するため議会を召集する時間的余裕がないことが明らかであると認めら

れるので、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定に基づき、

次のとおり専決処分する。 

 

記 

１ 協定の目的  道道きたひろしま総合運動公園線並びに北広島市道西裏線及

び北進通線における道路工事に関する令和４年度細目協定 

２ 協定の金額  ２４７，３４３，２５０円 

３ 協定の相手方  岩見沢市８条西５丁目 

   北海道空知総合振興局長  白石 俊哉 

 

 

 令和４年４月１２日 

                       北広島市長 上 野 正 三 
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議案第３号 

 
 

   北広島市税条例等の一部を改正する条例について 
 
 
 北広島市税条例（昭和２５年広島村条例第１４号）及び北広島市税条

例等の一部を改正する条例（令和３年北広島市条例第１８号）の一部を

別紙のとおり改正いたしたい。 

 
 
  令和４年６月６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）等の一部改正に伴い、所要の

改正を行うものです。 
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北広島市税条例等の一部を改正する条例 

 

 (北広島市税条例の一部改正) 

第1条 北広島市税条例(昭和25年広島村条例第14号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

(納税証明書の交付手数料) (納税証明書の交付手数料) 

第11条の4 法第20条の10に規定する納税証明書の

交付(法第382条の4に規定する当該証明書に住所

に代わる事項の記載をしたものの交付を含む。)

の手数料は、北広島市手数料徴収条例(平成12年

北広島市条例第15号)に定める額とする。ただし、

道路運送車両法第97条の2に規定する証明書につ

いては、手数料を徴しない。 

第11条の4 法第20条の10に規定する納税証明書の

交付手数料は、北広島市手数料徴収条例(平成12

年北広島市条例第15号)に定める額とする。ただ

し、道路運送車両法第97条の2に規定する証明書

については、手数料を徴しない。 

  

(所得割の課税標準) (所得割の課税標準) 

第27条 略 第27条 略 

2及び3 略 2及び3 略 

4 前項の規定は、前年分の所得税に係る第29条の3

第1項に規定する確定申告書に特定配当等に係る

所得の明細に関する事項その他施行規則に定め

る事項の記載があるときは、当該特定配当等に係

る所得の金額については、適用しない。 

4 前項の規定は、特定配当等に係る所得が生じた

年の翌年の4月1日の属する年度分の特定配当等

申告書(市民税の納税通知書が送達される時まで

に提出された次に掲げる申告書をいう。以下この

項において同じ。)に特定配当等に係る所得の明

細に関する事項その他施行規則に定める事項の

記載があるとき(特定配当等申告書にその記載が

ないことについてやむを得ない理由があると市

長が認めるときを含む。)は、当該特定配当等に

係る所得の金額については、適用しない。ただし、

第1号に掲げる申告書及び第2号に掲げる申告書

がいずれも提出された場合におけるこれらの申

告書に記載された事項その他の事情を勘案して、

この項の規定を適用しないことが適当であると

市長が認めるときは、この限りでない。 

 (1) 第29条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第29条の3第1項に規定する確定申告書(同

項の規定により前号に掲げる申告書が提出さ

れたものとみなされる場合における当該確定

申告書に限る。) 

5 略 5 略 

6 前項の規定は、前年分の所得税に係る第29条の3

第1項に規定する確定申告書に特定株式等譲渡所

得金額に係る所得の明細に関する事項その他施

行規則に定める事項の記載があるときは、当該特

定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額につい

ては、適用しない。 

6 前項の規定は、特定株式等譲渡所得金額に係る

所得が生じた年の翌年の4月1日の属する年度分

の特定株式等譲渡所得金額申告書(市民税の納税

通知書が送達される時までに提出された次に掲

げる申告書をいう。以下この項において同じ。)

に特定株式等譲渡所得金額に係る所得の明細に

関する事項その他施行規則に定める事項の記載

があるとき(特定株式等譲渡所得金額申告書にそ

の記載がないことについてやむを得ない理由が

あると市長が認めるときを含む。)は、当該特定

株式等譲渡所得金額に係る所得の金額について

は、適用しない。ただし、第1号に掲げる申告書

及び第2号に掲げる申告書がいずれも提出された

場合におけるこれらの申告書に記載された事項
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改正後 改正前 

その他の事情を勘案して、この項の規定を適用し

ないことが適当であると市長が認めるときは、こ

の限りでない。 

 (1) 第29条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第29条の3第1項に規定する確定申告書(同

項の規定により前号に掲げる申告書が提出さ

れたものとみなされる場合における当該確定

申告書に限る。) 

  

(寄附金税額控除) (寄附金税額控除) 

第27条の7の3 所得割の納税義務者が、前年中に法

第314条の7第1項第1号及び第2号に掲げる寄附金

又は次に掲げる寄附金若しくは金銭(第1号から

第10号までに掲げるものにあっては、別表に掲げ

るものに限る。)を支出した場合には、同項に規

定するところにより控除すべき額(当該納税義務

者が前年中に同条第2項に規定する特例控除対象

寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべ

き金額に特例控除額を加算した金額。以下この項

において「控除額」という。)をその者の第27条

の4及び前条の規定を適用した場合の所得割の額

から控除するものとする。この場合において、当

該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該

控除額は、当該所得割の額に相当する金額とす

る。 

第27条の7の3 所得割の納税義務者が、前年中に法

第314条の7第1項第1号及び第2号に掲げる寄附金

又は次に掲げる寄附金若しくは金銭(第1号から

第10号までに掲げるものにあっては、別表に掲げ

るものに限る。)を支出した場合には、同項に規

定するところにより控除すべき額(当該納税義務

者が前年中に同条第2項に規定する特例控除対象

寄附金を支出した場合にあっては、当該控除すべ

き金額に特例控除額を加算した金額。以下この項

において「控除額」という。)をその者の第27条

の4及び前条の規定を適用した場合の所得割の額

から控除するものとする。この場合において、当

該控除額が当該所得割の額を超えるときは、当該

控除額は、当該所得割の額に相当する金額とす

る。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

(5) 所得税法施行令第217条第3号に規定する公

益社団法人及び公益財団法人に対する寄附金

(出資に関する業務に充てられることが明らか

なものを除き、当該法人の主たる目的である業

務に関連するものに限る。) 

(5) 所得税法施行令第217条第3号に規定する公

益社団法人及び公益財団法人(所得税法施行令

の一部を改正する政令(平成20年政令第155号)

附則第13条第2項の規定によりなおその効力を

有するものとされる改正前の所得税法施行令

第217条第1項第2号及び第3号に規定する民法

法人を含む。)に対する寄附金(出資に関する業

務に充てられることが明らかなものを除き、当

該法人の主たる目的である業務に関連するも

のに限る。) 

(6)～(11) 略 (6)～(11) 略 

2 略 2 略 

  

(配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除) (配当割額又は株式等譲渡所得割額の控除) 

第27条の9 所得割の納税義務者が、第27条第4項に

規定する確定申告書に記載した特定配当等に係

る所得の金額の計算の基礎となった特定配当等

の額について法第2章第1節第5款の規定により配

当割額を課された場合又は同条第6項に規定する

確定申告書に記載した特定株式等譲渡所得金額

に係る所得の金額の計算の基礎となった特定株

式等譲渡所得金額について同節第6款の規定によ

り株式等譲渡所得割額を課された場合には、当該

配当割額又は当該株式等譲渡所得割額に5分の3

を乗じて得た金額を、第27条の4及び前3条の規定

を適用した場合の所得割の額から控除する。 

第27条の9 所得割の納税義務者が、第27条第4項に

規定する特定配当等申告書に記載した特定配当

等に係る所得の金額の計算の基礎となった特定

配当等の額について法第2章第1節第5款の規定に

より配当割額を課された場合又は同条第6項に規

定する特定株式等譲渡所得金額申告書に記載し

た特定株式等譲渡所得金額に係る所得の金額の

計算の基礎となった特定株式等譲渡所得金額に

ついて同節第6款の規定により株式等譲渡所得割

額を課された場合には、当該配当割額又は当該株

式等譲渡所得割額に5分の3を乗じて得た金額を、

第27条の4及び前3条の規定を適用した場合の所
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改正後 改正前 

得割の額から控除する。 

2 前項の規定により控除されるべき額で同項の所

得割の額から控除することができなかった金額

があるときは、当該控除することができなかった

金額は、令第48条の9の3から第48条の9の6までに

定めるところにより、同項の納税義務者に対しそ

の控除することができなかった金額を還付し、又

は当該納税義務者の同項の確定申告書に係る年

の末日の属する年度の翌年度分の個人の道民税

若しくは市民税に充当し、若しくは当該納税義務

者の未納に係る徴収金に充当する。 

2 前項の規定により控除されるべき額で同項の所

得割の額から控除することができなかった金額

があるときは、当該控除することができなかった

金額は、令第48条の9の3から第48条の9の6までに

定めるところにより、同項の納税義務者に対しそ

の控除することができなかった金額を還付し、又

は当該納税義務者の同項の申告書に係る年度分

の個人の道民税若しくは市民税に充当し、若しく

は当該納税義務者の未納に係る徴収金に充当す

る。 

3 略 3 略 

  

(市民税の申告) (市民税の申告) 

第29条の2 第16条第1項第1号に掲げる者は、3月1

5日までに、施行規則第5号の4様式(別表)による

申告書を市長に提出しなければならない。ただ

し、法第317条の6第1項又は第4項の規定により給

与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出

する義務がある者から1月1日現在において給与

又は所得税法第35条第3項に規定する公的年金等

(以下この節において「公的年金等」という。)

の支払を受けている者で前年中において給与所

得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の

所得を有しなかったもの(公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかった者で社会保険料控除

額(令第48条の9の7に規定するものを除く。)、小

規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、

地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別

控除額(所得割の納税義務者(前年の合計所得金

額が900万円以下であるものに限る。)の法第314

条の2第1項第10号の2に規定する自己と生計を一

にする配偶者(前年の合計所得金額が95万円以下

であるものに限る。)で控除対象配偶者に該当し

ないものに係るものを除く。)若しくは法第314

条の2第4項に規定する扶養控除額の控除又はこ

れらと併せて雑損控除額若しくは医療費控除額

の控除、法第313条第8項に規定する純損失の金額

の控除、同条第9項に規定する純損失若しくは雑

損失の金額の控除若しくは第27条の7の3第1項

(同項第11号に掲げる寄附金(特定非営利活動促

進法第2条第3項に規定する認定特定非営利活動

法人及び同条第4項に規定する特例認定特定非営

利活動法人に対するものを除く。第6項において

同じ。)に係る部分を除く。)及び第2項の規定に

より控除すべき金額(以下この条において「寄附

金税額控除額」という。)の控除を受けようとす

るものを除く。以下この条において「給与所得等

以外の所得を有しなかった者」という。)及び第1

7条第2項に規定する者(施行規則第2条の2第1項

の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。)について

は、この限りでない。 

第29条の2 第16条第1項第1号に掲げる者は、3月1

5日までに、施行規則第5号の4様式(別表)による

申告書を市長に提出しなければならない。ただ

し、法第317条の6第1項又は第4項の規定により給

与支払報告書又は公的年金等支払報告書を提出

する義務がある者から1月1日現在において給与

又は所得税法第35条第3項に規定する公的年金等

(以下この節において「公的年金等」という。)

の支払を受けている者で前年中において給与所

得以外の所得又は公的年金等に係る所得以外の

所得を有しなかったもの(公的年金等に係る所得

以外の所得を有しなかった者で社会保険料控除

額(令第48条の9の7に規定するものを除く。)、小

規模企業共済等掛金控除額、生命保険料控除額、

地震保険料控除額、勤労学生控除額、配偶者特別

控除額(同法第2条第1項第33号の4に規定する源

泉控除対象配偶者に係るものを除く。)若しくは

法第314条の2第4項に規定する扶養控除額の控除

又はこれらと併せて雑損控除額若しくは医療費

控除額の控除、法第313条第8項に規定する純損失

の金額の控除、同条第9項に規定する純損失若し

くは雑損失の金額の控除若しくは第27条の7の3

第1項(同項第11号に掲げる寄附金(特定非営利活

動促進法第2条第3項に規定する認定特定非営利

活動法人及び同条第4項に規定する特例認定特定

非営利活動法人に対するものを除く。第6項にお

いて同じ。)に係る部分を除く。)及び第2項の規

定により控除すべき金額(以下この条において

「寄附金税額控除額」という。)の控除を受けよ

うとするものを除く。以下この条において「給与

所得等以外の所得を有しなかった者」という。)

及び第17条第2項に規定する者(施行規則第2条の

2第1項の表の上欄の(二)に掲げる者を除く。)に

ついては、この限りでない。 
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改正後 改正前 

2 前項の規定により申告書を市長に提出すべき者

のうち、前年の合計所得金額が基礎控除額、配偶

者控除額及び扶養控除額の合計額以下である者

(施行規則第2条の2第1項の表の上欄に掲げる者

を除く。)が提出すべき申告書の様式は、施行規

則第2条第3項ただし書の規定により、市長が別に

定める。 

2 前項の規定により申告書を市長に提出すべき者

のうち前年の合計所得金額が基礎控除額、配偶者

控除額及び扶養控除額の合計額以下である者(施

行規則第2条の2第1項の表の上欄に掲げる者を除

く。)が提出すべき申告書の様式は、施行規則第2

条第4項ただし書の規定により、市長が別に定め

る。 

3～10 略 3～10 略 

  

第29条の3 略 第29条の3 略 

2 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載さ

れた事項(施行規則第2条の3第1項に規定する事

項を除く。)のうち法第317条の2第1項各号又は第

3項に規定する事項に相当するもの及び次項の規

定により付記された事項は、前条第1項又は第3

項から第5項までの規定による申告書に記載され

たものとみなす。 

2 前項本文の場合には、当該確定申告書に記載さ

れた事項(施行規則第2条の3第1項に規定する事

項を除く。)のうち法第317条の2第1項各号又は第

3項に規定する事項に相当するもの及び次項の規

定により附記された事項は、前条第1項又は第3

項から第5項までの規定による申告書に記載され

たものとみなす。 

3 第1項本文の場合には、確定申告書を提出する者

は、当該確定申告書に、施行規則第2条の3第2項

各号に掲げる事項を付記しなければならない。 

3 第1項本文の場合には、確定申告書を提出する者

は、当該確定申告書に、施行規則第2条の3第2項

各号に掲げる事項を附記しなければならない。 

  

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族等申

告書) 

(個人の市民税に係る給与所得者の扶養親族申告

書) 

第29条の3の2 所得税法第194条第1項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければなら

ない者(以下この条において「給与所得者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等

の支払者(以下この条において「給与支払者」と

いう。)から毎年最初に給与の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところにより、次

に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払

者を経由して、市長に提出しなければならない。 

第29条の3の2 所得税法第194条第1項の規定によ

り同項に規定する申告書を提出しなければなら

ない者(以下この条において「給与所得者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき同項に規定する給与等

の支払者(以下この条において「給与支払者」と

いう。)から毎年最初に給与の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところにより、次

に掲げる事項を記載した申告書を、当該給与支払

者を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 所得割の納税義務者(合計所得金額が1,000

万円以下であるものに限る。)の自己と生計を

一にする配偶者(法第313条第3項に規定する青

色事業専従者に該当するもので同項に規定す

る給与の支払を受けるもの及び同条第4項に規

定する事業専従者に該当するものを除き、合計

所得金額が133万円以下であるものに限る。次

条第1項において同じ。)の氏名 

 

(3) 略 (2) 略 

(4) 略 (3) 略 

2～5 略 2～5 略 

  

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族申告書) 

第29条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければな

らない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等(所得税法第203条の7の規定の適用

第29条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければな

らない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等(所得税法第203条の7の規定の適用
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改正後 改正前 

を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であって、

特定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額

が900万円以下であるものに限る。)の自己と生計

を一にする配偶者(退職手当等(第36条の2に規定

する退職手当等に限る。以下この項において同

じ。)に係る所得を有する者であって、合計所得

金額が95万円以下であるものに限る。)をいう。

第2号において同じ。)又は扶養親族(控除対象扶

養親族であって退職手当等に係る所得を有しな

い者を除く。)を有する者(以下この条において

「公的年金等受給者」という。)で市内に住所を

有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべ

き所得税法第203条の6第1項に規定する公的年金

等の支払者(以下この条において「公的年金等支

払者」という。)から毎年最初に公的年金等の支

払を受ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提

出しなければならない。 

を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であって、

扶養親族(控除対象扶養親族を除く。)を有する者

(以下この条において「公的年金等受給者」とい

う。)で市内に住所を有するものは、当該申告書

の提出の際に経由すべき所得税法第203条の6第1

項に規定する公的年金等の支払者(以下この条に

おいて「公的年金等支払者」という。)から毎年

最初に公的年金等の支払を受ける日の前日まで

に、施行規則で定めるところにより、次に掲げる

事項を記載した申告書を、当該公的年金等支払者

を経由して、市長に提出しなければならない。 

(1) 略 (1) 略 

(2) 特定配偶者の氏名  

(3) 略 (2) 略 

(4) 略 (3) 略 

2～5 略 2～5 略 

  

(特別徴収税額の納入の義務等) (特別徴収税額の納入の義務等) 

第36条の7 前条の特別徴収義務者は、退職手当等

の支払をする際、その退職手当等について分離課

税に係る所得割を徴収し、その徴収の日の属する

月の翌月の10日までに、施行規則第5号の8様式又

は施行規則第2条第3項ただし書の規定により同

項ただし書の総務大臣が定めた様式による納入

申告書を市長に提出し、及びその納入金を市に納

入しなければならない。 

第36条の7 前条の特別徴収義務者は、退職手当等

の支払をする際、その退職手当等について分離課

税に係る所得割を徴収し、その徴収の日の属する

月の翌月の10日までに、施行規則第5号の8様式又

は施行規則第2条第4項ただし書の規定により同

項ただし書の総務大臣が定めた様式による納入

申告書を市長に提出し、及びその納入金を市に納

入しなければならない。 

  

(固定資産課税台帳の閲覧の手数料) (固定資産課税台帳の閲覧の手数料) 

第59条の2 法第382条の2に規定する固定資産課税

台帳(同条第1項ただし書の規定による措置を講

じたものを含む。)の閲覧(法第382条の4に規定す

る固定資産課税台帳に住所に代わる事項の記載

をしたものの閲覧を含む。)の手数料は、徴しな

い。 

第59条の2 法第382条の2に規定する固定資産課税

台帳(同条第1項ただし書の規定による措置を講

じたものを含む。)の閲覧の手数料は、徴しない。 

  

(固定資産課税台帳に記載されている事項の証明

書の交付手数料) 

(固定資産課税台帳に記載されている事項の証明

書の交付手数料) 

第59条の3 法第382条の3に規定する固定資産課税

台帳に記載されている事項の証明書(同条ただし

書の規定による措置を講じたものを含む。)の交

付(法第382条の4に規定する当該証明書に住所に

代わる事項の記載をしたものの交付を含む。)の

手数料は、北広島市手数料徴収条例に定める額と

第59条の3 法第382条の3に規定する固定資産課税

台帳に記載されている事項の証明書(同条ただし

書の規定による措置を講じたものを含む。)の交

付手数料は、北広島市手数料徴収条例に定める額

とする。 
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改正後 改正前 

する。 

  

附 則 附 則 

第7条の3の2 平成22年度から令和20年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義務

者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41

条又は第41条の2の2の規定の適用を受けた場合

(居住年が平成11年から平成18年まで又は平成21

年から令和7年までの各年である場合に限る。)

において、前条第1項の規定の適用を受けないと

きは、法附則第5条の4の2第5項(同条第7項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。)に規

定するところにより控除すべき額を、当該納税義

務者の第27条の4及び第27条の7の2の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。 

第7条の3の2 平成22年度から令和15年度までの各

年度分の個人の市民税に限り、所得割の納税義務

者が前年分の所得税につき租税特別措置法第41

条又は第41条の2の2の規定の適用を受けた場合

(居住年が平成11年から平成18年まで又は平成21

年から令和3年までの各年である場合に限る。)

において、前条第1項の規定の適用を受けないと

きは、法附則第5条の4の2第5項(同条第7項の規定

により読み替えて適用される場合を含む。)に規

定するところにより控除すべき額を、当該納税義

務者の第27条の4及び第27条の7の2の規定を適用

した場合の所得割の額から控除する。 

2 略 2 略 

  

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割

合) 

(法附則第15条第2項第1号等の条例で定める割

合) 

第10条の2 略 第10条の2 略 

2 法附則第15条第2項第5号に規定する条例で定め

る割合は、5分の4とする。 

2 法附則第15条第2項第5号に規定する条例で定め

る割合は、4分の3とする。 

3～16 略 3～16 略 

17 法附則第15条第44項に規定する条例で定める

割合は、4分の3とする。 

 

18 略 17 略 

19 略 18 略 

  

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課

税の特例) 

(上場株式等に係る配当所得等に係る市民税の課

税の特例) 

第16条の3 略 第16条の3 略 

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第8条の4第2

項に規定する特定上場株式等の配当等(以下この

項において「特定上場株式等の配当等」という。)

に係る配当所得に係る部分は、市民税の所得割の

納税義務者が前年分の所得税について特定上場

株式等の配当等に係る配当所得につき同条第1項

の規定の適用を受けた場合に限り適用する。 

2 前項の規定のうち、租税特別措置法第8条の4第2

項に規定する特定上場株式等の配当等(以下この

項において「特定上場株式等の配当等」という。)

に係る配当所得に係る部分は、市民税の所得割の

納税義務者が当該特定上場株式等の配当等の支

払を受けるべき年の翌年の4月1日の属する年度

分の市民税について特定上場株式等の配当等に

係る配当所得につき前項の規定の適用を受けよ

うとする旨の記載のある第27条第4項に規定する

特定配当等申告書を提出した場合(次に掲げる場

合を除く。)に限り適用するものとし、市民税の

所得割の納税義務者が前年中に支払を受けるべ

き特定上場株式等の配当等に係る配当所得につ

いて同条第1項及び第2項並びに第27条の4の規定

の適用を受けた場合には、当該納税義務者が前年

中に支払を受けるべき他の特定上場株式等の配

当等に係る配当所得について、前項の規定は、適

用しない。 

 (1) 第27条第4項ただし書の規定の適用がある

場合 

 (2) 第27条第4項第1号に掲げる申告書及び同項
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改正後 改正前 

第2号に掲げる申告書がいずれも提出された場

合におけるこれらの申告書に記載された事項

その他の事情を勘案して、前項の規定を適用し

ないことが適当であると市長が認めるとき。 

3 略 3 略 

  

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した

場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の特例) 

(優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した

場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の特例) 

第17条の2 略 第17条の2 略 

2 略 2 略 

3 第1項(前項において準用する場合を含む。)の場

合において、所得割の納税義務者が、その有する

土地等につき、租税特別措置法第33条から第33

条の4まで、第34条から第35条の3まで、第36条の

2、第36条の5、第37条、第37条の4から第37条の6

まで又は第37条の8の規定の適用を受けるとき

は、当該土地等の譲渡は、第1項に規定する優良

住宅地等のための譲渡又は前項に規定する確定

優良住宅地等予定地のための譲渡に該当しない

ものとみなす。 

3 第1項(前項において準用する場合を含む。)の場

合において、所得割の納税義務者が、その有する

土地等につき、租税特別措置法第33条から第33

条の4まで、第34条から第35条の3まで、第36条の

2、第36条の5、第37条、第37条の4から第37条の6

まで、第37条の8又は第37条の9の規定の適用を受

けるときは、当該土地等の譲渡は、第1項に規定

する優良住宅地等のための譲渡又は前項に規定

する確定優良住宅地等予定地のための譲渡に該

当しないものとみなす。 

  

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人

の市民税の課税の特例) 

(特例適用利子等及び特例適用配当等に係る個人

の市民税の課税の特例) 

第18条の3の2 略 第18条の3の2 略 

2及び3 略 2及び3 略 

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得

が生じた年分の所得税に係る第29条の3第1項に

規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を

受けようとする旨の記載があるときに限り、適用

する。 

4 前項後段の規定は、特例適用配当等に係る所得

が生じた年の翌年の4月1日の属する年度分の特

例適用配当等申告書(市民税の納税通知書が送達

される時までに提出された次に掲げる申告書を

いう。以下この項において同じ。)に前項後段の

規定の適用を受けようとする旨の記載があると

き(特例適用配当等申告書にその記載がないこと

についてやむを得ない理由があると市長が認め

るときを含む。)に限り、適用する。ただし、第1

号に掲げる申告書及び第2号に掲げる申告書がい

ずれも提出された場合におけるこれらの申告書

に記載された事項その他の事情を勘案して、同項

後段の規定を適用しないことが適当であると市

長が認めるときは、この限りでない。 

 (1) 第29条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第29条の3第1項に規定する確定申告書(同

項の規定により前号に掲げる申告書が提出さ

れたものとみなされる場合における当該確定

申告書に限る。) 

5 略 5 略 

  

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人

の市民税の課税の特例) 

(条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人

の市民税の課税の特例) 

第18条の3の3 略 第18条の3の3 略 

2及び3 略 2及び3 略 

4 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得

が生じた年分の所得税に係る第29条の3第1項に

4 前項後段の規定は、条約適用配当等に係る所得

が生じた年の翌年の4月1日の属する年度分の条
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改正後 改正前 

規定する確定申告書に前項後段の規定の適用を

受けようとする旨の記載があるときに限り、適用

する。 

約適用配当等申告書(市民税の納税通知書が送達

される時までに提出された次に掲げる申告書を

いう。以下この項において同じ。)に同項後段の

規定の適用を受けようとする旨の記載があると

き(条約適用配当等申告書にその記載がないこと

についてやむを得ない理由があると市長が認め

るときを含む。)に限り、適用する。ただし、第1

号に掲げる申告書及び第2号に掲げる申告書がい

ずれも提出された場合におけるこれらの申告書

に記載された事項その他の事情を勘案して、同項

後段の規定を適用しないことが適当であると市

長が認めるときは、この限りでない。 

 (1) 第29条の2第1項の規定による申告書 

 (2) 第29条の3第1項に規定する確定申告書(同

項の規定により前号に掲げる申告書が提出さ

れたものとみなされる場合における当該確定

申告書に限る。) 

5 略 5 略 

6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1項の規定

の適用がある場合(第3項後段の規定の適用があ

る場合を除く。)における第27条の9の規定の適用

については、同条第1項中「又は同条第6項」とあ

るのは「若しくは附則第18条の3の3第3項前段に

規定する条約適用配当等(以下「条約適用配当等」

という。)に係る所得が生じた年分の所得税に係

る同条第4項に規定する確定申告書にこの項の規

定の適用を受けようとする旨及び当該条約適用

配当等に係る所得の明細に関する事項の記載が

ある場合であって、当該条約適用配当等に係る所

得の金額の計算の基礎となった条約適用配当等

の額について租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭

和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」

という。)第3条の2の2第1項の規定及び法第2章第

1節第5款の規定により配当割額を課されたとき、

又は第27条第6項」と、同条第3項中「法第37条の

4」とあるのは「租税条約等実施特例法第3条の2

の2第9項の規定により読み替えて適用される法

第37条の4」とする。 

6 租税条約等実施特例法第3条の2の2第1項の規定

の適用がある場合(第3項後段の規定の適用があ

る場合を除く。)における第27条の9の規定の適用

については、同条第1項中「又は同条第6項」とあ

るのは「若しくは附則第18条の3の3第3項前段に

規定する条約適用配当等(以下「条約適用配当等」

という。)に係る所得が生じた年の翌年の4月1日

の属する年度分の同条第4項に規定する条約適用

配当等申告書にこの項の規定の適用を受けよう

とする旨及び当該条約適用配当等に係る所得の

明細に関する事項の記載がある場合(条約適用配

当等申告書にこれらの記載がないことについて

やむを得ない理由があると市長が認めるときを

含む。)であって、当該条約適用配当等に係る所

得の金額の計算の基礎となった条約適用配当等

の額について租税条約等の実施に伴う所得税法、

法人税法及び地方税法の特例等に関する法律(昭

和44年法律第46号。以下「租税条約等実施特例法」

という。)第3条の2の2第1項の規定及び法第2章第

1節第5款の規定により配当割額を課されたとき、

又は第27条第6項」と、同条第3項中「法第37条の

4」とあるのは「租税条約等実施特例法第3条の2

の2第9項の規定により読み替えて適用される法

第37条の4」とする。 

  

 (新型コロナウイルス感染症等に係る住宅借入金

等特別税額控除の特例) 

 第22条の4 所得割の納税義務者が前年分の所得税

につき新型コロナウイルス感染症特例法第6条第

4項の規定の適用を受けた場合における附則第7

条の3の2第1項の規定の適用については、同項中

「令和15年度」とあるのは、「令和16年度」とす

る。 

 2 所得割の納税義務者が前年分の所得税につき新
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改正後 改正前 

型コロナウイルス感染症特例法第6条の2第1項の

規定の適用を受けた場合における附則第7条の3

の2第1項の規定の適用については、同項中「令和

15年度」とあるのは「令和17年度」と、「令和3

年」とあるのは「令和4年」とする。 

  

第26条 法附則第15条第1項、第10項、第14項から

第18項まで、第20項、第25項、第32項から第34

項まで、第36項、第40項若しくは第44項、第15

条の2第2項、第15条の3又は第63条の規定の適用

がある各年度分の都市計画税に限り、第182条第3

項中「又は第33項」とあるのは「若しくは第33

項又は附則第15条から第15条の3まで若しくは第

63条」とする。 

第26条 法附則第15条第1項、第10項、第14項から

第18項まで、第20項、第25項、第32項から第34

項まで、第36項若しくは第40項、第15条の2第2

項、第15条の3又は第63条の規定の適用がある各

年度分の都市計画税に限り、第182条第3項中「又

は第33項」とあるのは「若しくは第33項又は附則

第15条から第15条の3まで若しくは第63条」とす

る。 
  

 

(北広島市税条例等の一部を改正する条例の一部改正) 

第2条 北広島市税条例等の一部を改正する条例(令和3年北広島市条例第18号)の一部

を次のように改正する。 

第1条中北広島市税条例第29条の3の3第1項の改正を次のように改める。 
改正後 改正前 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書) 

(個人の市民税に係る公的年金等受給者の扶養親

族等申告書) 

第29条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければな

らない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等(所得税法第203条の7の規定の適用

を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であって、

特定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額

が900万円以下であるものに限る。)の自己と生計

を一にする配偶者(退職手当等(第36条の2に規定

する退職手当等に限る。以下この項において同

じ。)に係る所得を有する者であって、合計所得

金額が95万円以下であるものに限る。)をいう。

第2号において同じ。)又は扶養親族(年齢16歳未

満の者又は控除対象扶養親族であって退職手当

等に係る所得を有する者に限る。)を有する者(以

下この条において「公的年金等受給者」という。)

で市内に住所を有するものは、当該申告書の提出

の際に経由すべき所得税法第203条の6第1項に規

定する公的年金等の支払者(以下この条において

「公的年金等支払者」という。)から毎年最初に

公的年金等の支払を受ける日の前日までに、施行

規則で定めるところにより、次に掲げる事項を記

載した申告書を、当該公的年金等支払者を経由し

て、市長に提出しなければならない。 

第29条の3の3 所得税法第203条の6第1項の規定に

より同項に規定する申告書を提出しなければな

らない者又は法の施行地において同項に規定す

る公的年金等(所得税法第203条の7の規定の適用

を受けるものを除く。以下この項において「公的

年金等」という。)の支払を受ける者であって、

特定配偶者(所得割の納税義務者(合計所得金額

が900万円以下であるものに限る。)の自己と生計

を一にする配偶者(退職手当等(第36条の2に規定

する退職手当等に限る。以下この項において同

じ。)に係る所得を有する者であって、合計所得

金額が95万円以下であるものに限る。)をいう。

第2号において同じ。)又は扶養親族(控除対象扶

養親族であって退職手当等に係る所得を有しな

い者を除く。)を有する者(以下この条において

「公的年金等受給者」という。)で市内に住所を

有するものは、当該申告書の提出の際に経由すべ

き所得税法第203条の6第1項に規定する公的年金

等の支払者(以下この条において「公的年金等支

払者」という。)から毎年最初に公的年金等の支

払を受ける日の前日までに、施行規則で定めると

ころにより、次に掲げる事項を記載した申告書

を、当該公的年金等支払者を経由して、市長に提

出しなければならない。 

(1)～(4) 略 (1)～(4) 略 

2～5  2～5  
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第3条 北広島市税条例等の一部を改正する条例の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

附 則 附 則 

(施行期日) (施行期日) 

1 略 1 略 

(市民税に関する経過措置) (市民税に関する経過措置) 

2～4 略 2～4 略 

5 新条例第17条第2項、第26条第1号及び第29条の3

の3第1項並びに附則第5条第1項の規定は、令和6

年度以後の年度分の個人の市民税について適用

し、令和5年度分までの個人の市民税については、

なお従前の例による。 

5 新条例の規定中個人の市民税に関する部分は、

令和6年度以後の年度分の個人の市民税について

適用し、令和5年度分までの個人の市民税につい

ては、なお従前の例による。 

(固定資産税に関する経過措置) (固定資産税に関する経過措置) 

6～8 略 6～8 略 

(都市計画税に関する経過措置) (都市計画税に関する経過措置) 

9 略 9 略 

(軽自動車税に関する経過措置) (軽自動車税に関する経過措置) 

10 略 10 略 
  

附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる改正又は規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

 (1) 第1条中北広島市税条例第29条の3の2の見出し及び同条第1項並びに第29条の3

の3の見出し及び同条第1項の改正並びに同条例附則第7条の3の2第1項及び第17条

の2第3項の改正並びに同条例附則第22条の4を削る改正並びに第2条の規定並びに

附則第3項及び第4項の規定 令和5年1月1日 

 (2) 第1条中北広島市税条例第27条第4項及び第6項、第27条の9第1項及び第2項、第2

9条の2第1項ただし書及び第2項、第29条の3第2項及び第3項並びに第36条の7の改正

並びに同条例附則第16条の3第2項、第18条の3の2第4項並びに第18条の3の3第4項及

び第6項の改正並びに第3条の規定並びに附則第5項の規定 令和6年1月1日 

 (3) 第1条中北広島市税条例第11条の4、第59条の2及び第59条の3の改正並びに次項

並びに附則第8項及び第9項の規定 民法等の一部を改正する法律(令和3年法律第2

4号)附則第1条第2号に掲げる規定の施行の日 

 (納税証明書に関する経過措置) 

2 前項第3号に掲げる改正による改正後の北広島市税条例第11条の4(地方税法(昭和25

年法律第226号)第382条の4に係る部分に限る。)の規定は、同号に掲げる改正の施行

の日以後にされる同法第20条の10の規定による証明書の交付について適用する。 

 (市民税に関する経過措置) 

3 第1条の規定による改正後の北広島市税条例(以下「新条例」という。)第29条の3の2

第1項の規定は、附則第1項第1号に掲げる規定の施行の日(以下この項及び次項におい

て「1号施行日」という。)以後に支払を受けるべき同条第1項に規定する給与につい

て提出する同項及び同条第2項に規定する申告書について適用し、1号施行日前に支払

を受けるべき第1条の規定による改正前の北広島市税条例(次項において「旧条例」と

いう。)第29条の3の2第1項に規定する給与について提出した同項及び同条第2項に規

定する申告書については、なお従前の例による。 

4 新条例第29条の3の3第1項の規定は、1号施行日以後に支払を受けるべき所得税法(昭

和40年法律第33号)第203条の6第1項に規定する公的年金等(同法第203条の7の規定の
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適用を受けるものを除く。以下この項において「公的年金等」という。)について提

出する新条例第29条の3の3第1項に規定する申告書について適用し、1号施行日前に支

払を受けるべき公的年金等について提出した旧条例第29条の3の3第1項に規定する申

告書については、なお従前の例による。 

5 附則第1項第2号に掲げる改正による改正後の北広島市税条例の規定中個人の市民税

に関する部分は、令和6年度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和5年度

分までの個人の市民税については、なお従前の例による。 

 (固定資産税に関する経過措置) 

6 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、令和5

年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和4年度分までの固定資産税につ

いては、なお従前の例による。 

7 令和2年4月1日から令和4年3月31日までの間に取得された地方税法等の一部を改正

する法律(令和4年法律第1号)第1条の規定による改正前の地方税法附則第15条第2項

に規定する施設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

8 附則第1項第3号に掲げる改正による改正後の北広島市税条例第59条の2(地方税法第

382条の4に係る部分に限る。)の規定は、同号に掲げる改正の施行の日以後にされる

同法第382条の2の規定による固定資産課税台帳(同条第1項ただし書の規定による措

置を講じたものを含む。)の閲覧について適用する。 

9 附則第1項第3号に掲げる改正による改正後の北広島市税条例第59条の3(地方税法第

382条の4に係る部分に限る。)の規定は、同号に掲げる改正の施行の日以後にされる

同法第382条の3の規定による証明書(同条ただし書の規定による措置を講じたものを

含む。)の交付について適用する。 

 (都市計画税に関する経過措置) 

10 新条例の規定中都市計画税に関する部分は、令和5年度以後の年度分の都市計画税

について適用し、令和4年度分までの都市計画税については、なお従前の例による。 
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議案第４号 

 
 
北広島市重度心身障がい者及びひとり親家庭等の医療費の 
助成に関する条例の一部を改正する条例について 

 
 
 北広島市重度心身障がい者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関

する条例（昭和４８年広島町条例第２２号）の一部を別紙のとおり改正

いたしたい。 
 
 
  令和４年６月６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）の一部

改正に伴い、後期高齢者医療の一部自己負担について２割負担が新設さ

れたことから、所要の改正を行うものです。 
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  北広島市重度心身障がい者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する 

条例の一部を改正する条例 

 

北広島市重度心身障がい者及びひとり親家庭等の医療費の助成に関する条例(昭和48

年広島町条例第22号)の一部を次のように改正する。 
改正後 改正前 

(助成の対象) (助成の対象) 

第3条 この条例による医療費の助成を受けること

ができる者(以下「受給資格者」という。)は、医

療保険各法による被保険者若しくは組合員又は

被扶養者である重度心身障がい者並びにひとり

親家庭等の母又は父及び児童とする。ただし、次

の各号のいずれかに該当する者を除く。  

第3条 この条例による医療費の助成を受けること

ができる者(以下「受給資格者」という。)は、医

療保険各法による被保険者若しくは組合員又は

被扶養者である重度心身障がい者並びにひとり

親家庭等の母又は父及び児童とする。ただし、次

の各号のいずれかに該当する者を除く。 

(1)及び(2) 略 (1)及び(2) 略 

(3) 重度心身障がい者で、次のいずれかに該当

するもの 

(3) 重度心身障がい者で、次のいずれかに該当

するもの 

ア～ウ 略 ア～ウ 略 

エ 高確法の規定による医療を受けている者

(規則で定める者並びに高確法第67条第1項

第2号及び第3号に掲げる者を除く。)である

こと。 

エ 高確法の規定による医療を受けている者

(規則で定める者及び高確法第67条第1項第2

号に掲げる者を除く。)であること。 

  オ 略   オ 略 

 (4) 略  (4) 略 

2 略 2 略 

     附 則 

 (施行期日) 

1 この条例は、令和4年10月1日から施行する。 

 (経過措置) 

2 この条例による改正後の北広島市重度心身障がい者及びひとり親家庭等の医療費の

助成に関する条例の規定は、この条例の施行の日以後の医療に係る医療費の助成につ

いて適用し、同日前の医療に係る医療費の助成については、なお従前の例による。 
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議案第５号 

 
 

北広島市上下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正 
する条例について 

 
 
 北広島市上下水道事業の設置等に関する条例（昭和４５年広島町条

例第３号）の一部を別紙のとおり改正いたしたい。 
 

 

  令和４年６月６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
 
提案理由 
 
 北広島市公共下水道事業計画における計画人口の変更に伴い、所要の

改正を行うものです。 
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  北広島市上下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

 

北広島市上下水道事業の設置等に関する条例(昭和45年広島町条例第3号)の一部を次

のように改正する。 
改正後 改正前 

(下水道事業) (下水道事業) 

第6条 略 第6条 略 

2 排水人口は、5万7,680人とする。 2 排水人口は、5万5,700人とする。 

3 略 3 略 

  附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第６号 

 
 
北海道市町村総合事務組合規約の変更に関する協議の件に     

   ついて 
 
 
地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定によ

り北海道市町村総合事務組合規約の一部を次のように変更することに

ついて協議するため、議会の議決を求める。 

 

 北海道市町村総合事務組合規約の一部を変更する規約 
 
 北海道市町村総合事務組合規約（平成３１年２月２２日市町村第１８

７７号指令）の一部を次のように変更する。 
 別表第１上川総合振興局（３０）の項中「（３０）」を「（３１）」に改

め、「上川広域滞納整理機構」の次に「、上川中部福祉事務組合」を加え

る。 
 別表第２の９の項中「上川広域滞納整理機構」の次に「、上川中部福

祉事務組合」を加える。 
   附 則 
 この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１

項の規定による北海道知事の許可の日から施行する。 
 
  令和４年６月６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
提案理由 
 
北海道市町村総合事務組合規約の変更について関係地方公共団体と

協議するため、地方自治法第２９０条の規定により、本案を提出するも

のです。 
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議案第７号 

 
 

   北海道市町村職員退職手当組合規約の変更に関する協議 
   の件について 
 
 
 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１項の規定によ

り北海道市町村職員退職手当組合規約の一部を次のように変更するこ

とについて協議するため、議会の議決を求める。 

 
   北海道市町村職員退職手当組合規約の一部を変更する規約 
 
 北海道市町村職員退職手当組合規約（昭和３２年１月２３日３２地第

１７５号指令許可）の一部を次のように変更する。 
 別表（２）一部事務組合及び広域連合の表上川管内の項中「富良野広

域連合」の次に「、上川中部福祉事務組合」を加える。 
   附 則 
 この規約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２８６条第１

項の規定による総務大臣の許可の日から施行する。 
 
  令和４年６月６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
提案理由 
 
 北海道市町村職員退職手当組合規約の変更について関係地方公共団

体と協議するため、地方自治法第２９０条の規定により、本案を提出す

るものです。 
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議案第８号 

 
 
   可燃ごみ中継施設建設工事の請負契約について 
 
 
 条件付一般競争入札に付した可燃ごみ中継施設建設工事の請負契約

を締結するため、議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分

に関する条例（昭和４０年広島村条例第４号）第２条の規定により議会

の議決を求める。 
記 

１ 契約の目的  可燃ごみ中継施設建設工事 
２ 契約の金額  １，５８４，０００，０００円（うち消費税及び

地方消費税１４４，０００，０００円） 
３ 契約の相手方  極東開発・玉川・広島冨田異工種特定共同企業体 
          代表者 兵庫県西宮市甲子園口６丁目１番４５号 
              極東開発工業株式会社 
              代表取締役 布原 達也 
          構成員 恵庭市相生町４丁目６番３０号 
              株式会社玉川組 
              代表取締役社長 玉川 裕一 
          構成員 北広島市中央３丁目８番地４ 
              広島冨田造園株式会社 
              代表取締役 冨田 辰夫 
 
  令和４年６月６日提出 

 
                北広島市長 上 野 正 三   
 
提案理由 
 

 可燃ごみ中継施設建設工事を行うものです。 
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計画地：北広島市輪厚345-2外

建 設 予 定 地
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第 １ 回 目

工　期

価        格

　

※　当該金額に10％に相当する額を加算した金額が法律上の入札価格である。

落札業者名

契 約  金  額

消費税等の額

入　札　状　況　調　書
１

２

入 札 番 号

円（消費税含む。)

　代理人

３

４

５

件 名

入 札 年 月 日

入 札 場 所

入 札 結 果

可燃ごみ中継施設建設工事

令 和 4 年 5 月 1 1 日 9 時 3 0 分

北広島市役所4階4F会議室 予 定 価 格 1 , 5 8 7 , 3 0 0 , 0 0 0

　 　 　　

　　　　

第 ２ 回 目 第 ３ 回 目 第 ４ 回 目 備 　 考

令 和 6 年 3 月 2 5 日から まで

円

円

円

業 者 名

極東開発・玉川・広島冨田異工種特定
共同企業体 1,440,000,000

入札書比較価格 1 , 4 4 3 , 0 0 0 , 0 0 0 円（消費税除く。）

1,584,000,000

144,000,000

1,440,000,000
極東開発・玉川・広島冨田異工種特定共同企業体

落札1

契 約 締 結 の 日

号48告示第北広島市

条件付一般競争入札

2

予定価格事後公表

調査基準価格 1 , 3 2 7 , 5 6 0 , 0 0 0 円（消費税除く。）
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議案第９号 
 
 

令和４年度北広島市一般会計補正予算（第１号） 
 
 
 令和４年度北広島市の一般会計補正予算（第１号）は、次に定めるところに

よる。 
 
 
１ 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ１２１，６５８千円を増額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２８，１４３，２２３千円とする。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
 
 
 
 
  令和４年６月６日提出 
 
                   北広島市長 上 野 正 三 
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第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

16 国庫支出金 5,712,084 117,358 5,829,442

 2 国庫補助金 2,491,473 117,358 2,608,831

20 繰入金 531,851 4,300 536,151

 1 基金繰入金 531,851 4,300 536,151

28,021,565 121,658 28,143,223

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳  出 (単位：千円)

款 項

 3 民生費 9,953,347 121,658 10,075,005

 2 児童福祉費 3,495,690 121,658 3,617,348

28,021,565 121,658 28,143,223

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

- 33 -



令和４年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

（一般会計補正予算第１号）
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総括

(歳　入) (単位：千円)

款

16 国庫支出金 5,712,084 117,358 5,829,442

20 繰入金 531,851 4,300 536,151

28,021,565 121,658 28,143,223

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳入
16款 国庫支出金

 2項 国庫補助金 (単位：千円)

節   

目

 2 民生費国庫補助金 460,014 78,658 538,672  2 児童福祉費補 78,658 子育て世帯生活支援特別給付金事業補助金 78,658

助金

 6 地方創生臨時交付金 33,944 38,700 72,644  1 地方創生臨時 38,700 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 38,700

交付金

計 2,491,473 117,358 2,608,831

20款 繰入金

 1項 基金繰入金

12 財政調整基金繰入金 400,000 4,300 404,300  1 財政調整基金 4,300 財政調整基金とりくずし 4,300

繰入金

計 531,851 4,300 536,151

補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額

説 明

20 繰入金
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総括

(歳　出) (単位：千円)

款

 3 民生費 9,953,347 121,658 10,075,005 117,358 0 0 4,300

28,021,565 121,658 28,143,223 117,358 0 0 4,300歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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歳出
 3款 民生費

 2項 児童福祉費 (単位：千円)

節       

目

 5 子育て世帯 0 121,658 121,658 国庫支出金 0 4,300  3 職員手当等 528 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 121,658

生活支援特 117,358 10 需用費 80 職員手当等 528         

別給付金給 11 役務費 250 需用費 80         

付費 12 委託料 1,800 役務費 250         

18 負担金補助 119,000 委託料 1,800         

及び交付金 保守・点検・整備委託 1,800                  

負担金補助及び交付金 119,000         

補助金・助成金・賛助金 119,000                  

計 3,495,690 121,658 3,617,348 国庫支出金 0 4,300

117,358

区 分 金 額
説 明

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

3 民生費
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給与費明細書
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１  特別職 （単位：千円）

報酬 給料
期末手当
（年間支給率）

地域手当 寒冷地手当 その他の手当 計

10,397 退8,652 福18  公41

（3.25月分）

37,670

（3.25月分）

その他 27 12,116 12,116 12,116

計 52 105,176 25,685 48,067 351 179,279 36,236 215,515

10,397 退8,652 福18  公41

（3.25月分）

37,670

（3.25月分）

その他 27 12,116 12,116 12,116

計 52 105,176 25,685 48,067 351 179,279 36,236 215,515

長  等 0 0 0 0 0 0 0 退　0　福 0   公0

議  員 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

備考         １  　　長等とは、市長、副市長及び教育長をいう。
                2

２  一般職

  （１）  総括 （単位：千円）

一般職員 会計年度任用職員 報酬 給料

(  55  ) (  437  ) 退 　92,269      福   1,302

461 30 公   3,753

(  55  ) (  437  ) 退 　92,269      福   1,302

461 30 公   3,753

(  0  ) (  0  ) 退　0　  福 　0

0 0 公  0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

27,185 55,380 65,116 142,990 4,263 40,080

27,185 55,380 65,116 142,462 4,263 40,080

0 0 0 528 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,600 29,000 0 0

0 2,600 29,000 0 0

0 0 0 0 0

3,727,906 4,485,840

528

757,934

757,9343,728,434

0比  較

3 25,685

議  員 22 93,060

1,895,041

職員数（人）

545,478

給 与 費 明 細 書

給 与 費

区分

補正後

補正前

　その他には、地方公務員法第３条第３項第１号の規定により、就任について 議会
（公平委員会委員３人、固定資産評価審査委員会委員３人、選挙管理委員会委員

比  較

区分

職員数(人）

長  等

共済費

計
共済費

備考

備考

合計

の選挙、議決又は同意を必要とする職に限定して給与費を記載した。
及び補充員８人、監査委員２人、農業委員会委員７人、教育委員会委員４人）

合計

160,769

6,197

職員手当の
内 訳

補正後

補正前

比  較

0

区分

補正後

0

817,404

比  較

補正後

40,483

40,483

62,404

寒冷地手当

0

期末勤勉手当

0

1,010

30,039

528

62,404 1,010

地域手当

1,287,915

1,287,387

職員手当

4,486,368

528

160,769

42,630

給 与 費

130,730

351 36,433

42,630

130,730

6,197

30,039

3

22

36,43325,685 351長  等

議  員 93,060

（    ）内は短時間勤務職員等の数（外数）

扶養手当

1,895,041545,478

817,404

補正前

補正前

0 0

区分
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  （ア）  一般職員 （単位：千円）

報酬 給料

退 　92,269      福   1,302

公   3,753

退 　92,269      福   1,302

公   3,753

退　0　  福 　0

公  0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

25,505 55,380 65,116 142,728 4,263 40,080

25,505 55,380 65,116 142,200 4,263 40,080

0 0 0 528 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,600 29,000 0 0

0 2,600 29,000 0 0

0 0 0 0 0

  （イ）  会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

1,680 0 0 262 0 0

1,680 0 0 262 0 0

0 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（    ）内は会計年度任用職員短時間勤務職員の数（外数）

（    ）内は再任用短時間勤務職員等の数（外数）

共済費 合計 備考

給 与 費 明 細 書

職員手当 計

3,647,222647,928補正後
(  55  )

1,164,748 2,999,294

区分 職員数（人）
給 与 費

461

補正前
(  55  )

1,164,220 2,998,766 647,928 3,646,694
461

0

00

1,834,5460

1,834,546

1,010

0

補正後

比  較
(  0  )

528 528

区分 期末勤勉手当

1,010

比  較 0

528
0

職員手当の
内 訳

区分 扶養手当 地域手当

補正後 62,404

補正前 62,404

0

696,179 40,483

比  較 0 0

696,179 40,483

寒冷地手当

補正前

比  較 0 0

60,495

0

区分 期末勤勉手当 寒冷地手当

補正後 121,225

補正前 0 0

0

補正前 121,225 0

比  較 0 0

0
0

0

職員手当の
内 訳

区分 扶養手当 地域手当

補正後 0 0

545,478 60,495

備考

839,146123,167

比  較
(  0  )

0 0 0

合計
職員手当 計

補正後
(  437  )

123,167 729,140 110,006 839,146
30

補正前
(  437  )

区分 職員数（人）
給 与 費

共済費

545,478

729,140 110,006
30
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  （２） 給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

0 給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 0

その他増減分 0

528 制度改正に伴う増減分 0

その他増減分 528 時間外手当増額分 528

  （３）給料及び職員手当の状況

   ア   職員１人当たり給与  （単位：円）    イ  初任給 （単位：円）

一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職 区                  分 学   歴 消防職 教育公務員 技能労務職

303,751 311,853 376,080 - 高校卒 150,600 150,600 -

322,435 333,984 384,820 - 大学卒 182,200 182,200 -

39歳9月 41歳2月 51歳8月 - 高校卒 - - -

302,585 313,421 373,800 - 大学卒 - - -

324,770 338,097 381,000 -

40歳2月 41歳5月 51歳4月 -

備考  再任用短時間勤務職員等を除く。

150,600

182,200

区                      分

区               分

給               料

増    減    額

職     員     手     当

150,600

一般行政職

増    減    事    由    別    内    訳 備                                                       考説             明

北広島市の制度
182,200

国   の   制   度

令和4年１月１日
現 在

令和3年１月１日
現 在

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢
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   ウ   級別職員数              （   ）内は再任用短時間勤務職員等の数及び構成比（外数）

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
13 3.6 1 1.1 1 20.0 -                       -                       
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
39 10.8 9 9.8 2 40.0 -                       -                       
(3) (6.7) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
10 2.8 3 3.3 1 20.0 -                       -                       
(8) (17.8) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
125 34.7 40 43.5 - - - -
(31) (68.9) (4) (100) (-) (-) (-) (-)
91 25.3 16 17.4 1 20.0 -                       -                       
(3) (6.7) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
51 14.2 11 12.0 - - -                       -                       
(0) (0) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
31 8.6 12 13.0 - - - -                       
(45) (100) (4) (100) (-) (-) (-) (-)
360 100 92 100 5 100 - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
13 3.6 - - 1 20.0 -                       -                       
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
36 9.8 8 8.9 2 40.0 -                       -                       
(3) (7) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
15 4.1 3 3.3 1 20.0 -                       -                       
(3) (7) (1) (25) (-) (-) (-) (-)
131 35.7 41 45.5 - - - -
(35) (78) (4) (100) (-) (-) (-) (-)
80 21.9 16 17.8 - - -                       -                       
(8) (18) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
56 15.3 8 8.9 1 20.0 -                       -                       
(1) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
35 9.6 14 15.6 - - - -                       
(50) (100) (5) (100) (-) (-) (-) (-)
366 100 90 100 5 100 - -

（級別の基準となる職務）

区分

１級 定型的な業務を行う職務

２級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

３級 主任の職務

１　主査等の職務

２　困難な業務を処理する主任の職務

５級 課長等の職務

１　消防署長等の職務

２　困難な業務を処理する課長等の職務

１　部長等の職務

２　困難な業務を処理する消防署長等の職務

７級

６級

級

消防職

６級

７級

区       分

４級

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日
現 在

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日
現 在

教育公務員

２級

職 務 の 内 容

技能労務職

３級

５級

１級

計

一般行政職

４級

７級

６級

計

４級

３級

２級

１級

５級
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   エ   昇給   

合     計 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

１号給 1 0 1 0 0

２号給 30 22 5 3 0

３号給 5 5 0 0 0

４号給 371 292 78 1 0

88.3% 87.6% 91.3% 80.0% -

１号給 1 0 1 0 0

２号給 30 22 5 3 0

３号給 5 5 0 0 0

４号給 371 292 78 1 0

88.3% 87.6% 91.3% 80.0% -

 備考   職員数欄には再任用短時間勤務職員等を含まない。

   オ   期末手当・勤勉手当              （  ）内は再任用職員等の支給率

支給期別支給率 支給率

６月（月分） １２月（月分） 計

(1.125) (1.125) (2.25)

2.150 2.150 4.30

(1.125) (1.125) (2.25)

2.150 2.150 4.30

(1.125) (1.125) (2.25)

2.150 2.150 4.30

有

有

補　正　前

国の制度

5

区       分

補
　
　
正
　
　
後

比率(B)/(A）

号給数別内訳

職員数
0

407 319 84 4 0

補
　
　
正
　
　
前

職員数
461 364

昇給に係る職員数

（ A ）

昇給に係る職員数

（ B ）

比率(B)/(A）

号給数別内訳

区        分 職制上の段階、職務の級等による加算措置

補　正　後 有

461 364 92

84 4

0
（ A ）

0
（ B ）

92 5

407 319
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   カ   定年退職及び応募認定退職に係る退職手当              
２ ０ 年 勤 続 ２ ５ 年 勤 続 ３ ５ 年 勤 続 最 高 限 度 そ の 他 の

の者 の者 の者 加 算 措 置

（月分） （月分） （月分） （月分） 等

定 年 前 早

期 退 職 特

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例 措 置

（2%～45%加算）

定 年 前 早

期 退 職 特

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例 措 置

（支給率等） （2%～45%加算）

   キ   地域手当              

   ク   特殊勤務手当          
全職種 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

   ケ   その他の手当        

区       分

扶養手当

支給最高限度額 月額 27,000 円

家賃 支給額

(1)23,000円以下

(2)23,001～52,999円

(3)53,000円以上

交通機関等利用者 実費支給

交通用具使用者 通勤距離に応じて定額支給

北広島市

0%

0

北海道内は札幌市に在勤する職員

3%

異

75.0%

給料総額に対する比率（％）

15.0%

国の指定基準に
基づく支給率（％）

0.0%

0.0%

1.3%

1.0%

区                  分

(3)27,000円

-

-

(2)（家賃-23,000円）×1/2+12,000円

支給対象職員の比率（％）

3%

2

20%

1

20%

東京都特別区に在勤する職員

（令和4年１月１日現在）

0.3%

異

住居手当

通勤手当

差      異      の      内      容

防疫作業手当　行旅死病人取扱従事手当  消防業務手当
野犬掃とう業務手当　災害応急対策等派遣手当

同

国の制度との異同

手当の名称

(1)家賃－11,000円

0.0%

備     考

支給対象地域

支給率（％）

支給対象職員数（人）

区     分

札幌市 国への派遣等
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議案第１０号 
 
 

令和４年度北広島市一般会計補正予算（第２号） 
 
 
 令和４年度北広島市の一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところに

よる。 
 
（歳入歳出予算補正） 
第１条 歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３１３，０９５千円を増額

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２８，４５６，３１８千円とす

る。 
２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
（債務負担行為補正） 
第２条 債務負担行為の追加は、「第２表 債務負担行為補正」による。 
 
 
 
 
  令和４年６月６日提出 
 
                   北広島市長 上 野 正 三 
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第１表　歳入歳出予算補正

歳  入 (単位：千円)

款 項

16 国庫支出金 5,829,442 267,288 6,096,730

 2 国庫補助金 2,608,831 267,288 2,876,119

19 寄附金 1,000,000 1,020 1,001,020

 1 寄附金 1,000,000 1,020 1,001,020

20 繰入金 536,151 9,660 545,811

 1 基金繰入金 536,151 9,660 545,811

21 繰越金 100,000 29,662 129,662

 1 繰越金 100,000 29,662 129,662

22 諸収入 593,441 5,465 598,906

 5 雑入 208,066 5,465 213,531

28,143,223 313,095 28,456,318

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳  出 (単位：千円)

款 項

 2 総務費 2,341,482 70,083 2,411,565

 1 総務管理費 1,453,398 16,064 1,469,462

 2 企画費 716,181 54,019 770,200

 3 民生費 10,075,005 6,420 10,081,425

 2 児童福祉費 3,617,348 6,420 3,623,768

 4 衛生費 2,099,197 185,305 2,284,502

 1 保健衛生費 455,363 185,305 640,668

 5 農林水産業費 81,267 897 82,164

 1 農業費 68,380 897 69,277

 6 商工労働費 378,981 23,114 402,095

 1 商工費 361,976 15,292 377,268

 2 労働費 17,005 7,822 24,827

 7 土木費 4,520,388 8,337 4,528,725

 4 都市計画費 1,055,112 8,337 1,063,449

 8 消防費 128,218 150 128,368

 1 消防費 128,218 150 128,368

 9 教育費 1,900,237 18,789 1,919,026

 1 教育総務費 330,110 180 330,290

 2 小学校費 301,393 2,138 303,531

 4 社会教育費 339,897 6,083 345,980

 5 保健体育費 693,483 10,388 703,871

28,143,223 313,095 28,456,318

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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第２表　債務負担行為補正

（追加） （単位：千円）

事　　　項 期　　　間 限度額

学童クラブ及び児童センター運営業務委託

令和4年度から 必要とする当該
年度の予算で措
置する額

令和7年度まで

4年間以内
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令和４年度

歳入歳出補正予算事項別明細書

（一般会計補正予算第２号）
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総括

(歳　入) (単位：千円)

款

16 国庫支出金 5,829,442 267,288 6,096,730

19 寄附金 1,000,000 1,020 1,001,020

20 繰入金 536,151 9,660 545,811

21 繰越金 100,000 29,662 129,662

22 諸収入 593,441 5,465 598,906

28,143,223 313,095 28,456,318

補正前の額 補 正 額 計

歳 入 合 計

- 51 -



歳入
16款 国庫支出金

 2項 国庫補助金 (単位：千円)

節   

目

 1 総務費国庫補助金 655,268 6,608 661,876  2 企画費補助金 6,608 デジタル田園都市国家構想推進交付金 6,608

 3 衛生費国庫補助金 205,326 185,305 390,631  1 保健衛生費補 185,305 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金 114,065

助金 新型コロナウイルスワクチン接種対策費補助金 71,240

 5 教育費国庫補助金 98,711 75 98,786  1 教育総務費補 75 へき地児童生徒援助費等補助金 75

助金

 6 地方創生臨時交付金 72,644 75,300 147,944  1 地方創生臨時 75,300 新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 75,300

交付金

計 2,608,831 267,288 2,876,119

19款 寄附金

 1項 寄附金

 2 総務費寄附金 400,000 1,000 401,000  1 企画費寄附金 1,000 北海道ボールパーク基金寄附金 1,000

 5 農林水産業費寄附金 0 20 20  1 農業振興費寄 20 農業後継者等育成基金寄附金 20

附金

計 1,000,000 1,020 1,001,020

20款 繰入金

 1項 基金繰入金

 5 農業後継者等育成基金繰入金 3,105 817 3,922  1 農業後継者等 817 農業後継者等育成基金とりくずし 817

育成基金繰入

金

12 財政調整基金繰入金 404,300 8,843 413,143  1 財政調整基金 8,843 財政調整基金とりくずし 8,843

繰入金

計 536,151 9,660 545,811

21款 繰越金

 1項 繰越金

 1 繰越金 100,000 29,662 129,662  1 繰越金 29,662 前年度繰越金 29,662

計 100,000 29,662 129,662

22款 諸収入

 5項 雑入

 3 雑入 207,528 5,465 212,993  2 補助金、交付 1,320 図書館振興財団助成金 1,320

金及び助成金

 3 保険金 4,145 建物総合損害共済災害共済金 4,145

計 208,066 5,465 213,531

補 正 前 の 額 補 正 額 計
区 分 金 額

説 明

22 諸収入
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総括

(歳　出) (単位：千円)

款

 2 総務費 2,341,482 70,083 2,411,565 48,108 0 1,000 20,975

 3 民生費 10,075,005 6,420 10,081,425 5,600 0 0 820

 4 衛生費 2,099,197 185,305 2,284,502 185,305 0 0 0

 5 農林水産業費 81,267 897 82,164 0 0 837 60

 6 商工労働費 378,981 23,114 402,095 20,700 0 0 2,414

 7 土木費 4,520,388 8,337 4,528,725 0 0 0 8,337

 8 消防費 128,218 150 128,368 0 0 0 150

 9 教育費 1,900,237 18,789 1,919,026 7,575 0 5,465 5,749

28,143,223 313,095 28,456,318 267,288 0 7,302 38,505歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 道 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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歳出
 2款 総務費

 1項 総務管理費 (単位：千円)

節       

目

 4 会計管理費 6,323 2,948 9,271 0 2,948  1 報酬 1,623 会計管理経費 2,948

 3 職員手当等 345 報酬 1,623         

 4 共済費 327 職員手当等 345         

 8 旅費 54 共済費 327         

10 需用費 27 旅費 54         

11 役務費 330 需用費 27         

12 委託料 242 役務費 330         

委託料 242         

保守・点検・整備委託 242                  

 5 施設管理費 109,692 13,116 122,808 0 13,116 12 委託料 13,116 施設管理経費 13,116

委託料 13,116         

施設等維持管理委託 13,116                  

計 1,453,398 16,064 1,469,462 0 16,064

 2款 総務費

 2項 企画費

 1 企画総務費 446,377 40,802 487,179 国庫支出金 0 寄附金 4,202 11 役務費 14 企画振興経費 1,188

35,600 1,000 18 負担金補助 39,600 積立金 1,188         

及び交付金 地域公共交通事業者感染症対策事業 39,614

24 積立金 1,188 役務費 14         

負担金補助及び交付金 39,600         

補助金・助成金・賛助金 39,600                  

 3 広報費 37,995 13,217 51,212 国庫支出金 0 709  7 報償費 250 情報発信強化事業 13,217

12,508 11 役務費 396 報償費 250         

12 委託料 12,320 役務費 396         

17 備品購入費 251 委託料 12,320         

保守・点検・整備委託 12,320                  

備品購入費 251         

計 716,181 54,019 770,200 国庫支出金 0 寄附金 4,911

48,108 1,000

 3款 民生費

 2項 児童福祉費

 2 保育総務費 2,087,932 5,422 2,093,354 国庫支出金 0 622 18 負担金補助 5,422 特定教育・保育施設等園児給食費物価高騰対策事業 5,422

4,800 及び交付金 負担金補助及び交付金 5,422         

補助金・助成金・賛助金 5,422                  

 3 保育園費 48,404 998 49,402 国庫支出金 0 198 10 需用費 998 市立保育園運営経費 998

800 需用費 998         

区 分 金 額
説 明

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

3 民生費
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(単位：千円)

節       

目

計 3,617,348 6,420 3,623,768 国庫支出金 0 820

5,600

 4款 衛生費

 1項 保健衛生費

 2 健康推進費 237,795 185,305 423,100 国庫支出金 0  1 報酬 3,637 新型コロナウイルスワクチン接種事業 185,305

185,305  3 職員手当等 649 報酬 3,637         

 4 共済費 674 職員手当等 649         

 8 旅費 49 共済費 674         

10 需用費 2,500 旅費 49         

11 役務費 13,420 需用費 2,500         

12 委託料 155,931 役務費 13,420         

13 使用料及び 8,445 委託料 155,931         

賃借料 清掃委託 400                  

警備委託 550                  

保守・点検・整備委託 48,400                  

保健福祉関連委託 106,581                  

使用料及び賃借料 8,445         

計 455,363 185,305 640,668 国庫支出金 0

185,305

 5款 農林水産業費

 1項 農業費

 2 農業振興費 59,632 897 60,529 0 寄附金 60 18 負担金補助 817 農業振興経費 80

20 及び交付金 積立金 80         

繰入金 24 積立金 80 六次産業化等支援事業 817

817 負担金補助及び交付金 817         

補助金・助成金・賛助金 817                  

計 68,380 897 69,277 0 寄附金 60

20

繰入金

817

 6款 商工労働費

 1項 商工費

 1 商業振興費 320,682 15,292 335,974 国庫支出金 0 1,592 10 需用費 50 物価高騰等影響事業者支援事業 15,292

13,700 11 役務費 242 需用費 50         

18 負担金補助 15,000 役務費 242         

及び交付金 負担金補助及び交付金 15,000         

区 分 金 額
説 明

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

6 商工労働費
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(単位：千円)

節       

目

補助金・助成金・賛助金 15,000                  

計 361,976 15,292 377,268 国庫支出金 0 1,592

13,700

 6款 商工労働費

 2項 労働費

 2 雇用対策費 0 7,822 7,822 国庫支出金 0 822  2 給料 4,373 緊急雇用創出事業 7,822

7,000  3 職員手当等 733 給料 4,373         

 4 共済費 820 職員手当等 733         

17 備品購入費 1,896 共済費 820         

備品購入費 1,896         

計 17,005 7,822 24,827 国庫支出金 0 822

7,000

 7款 土木費

 4項 都市計画費

 2 公園管理費 177,950 8,337 186,287 0 8,337 10 需用費 3,607 公園管理経費 8,337

14 工事請負費 4,730 需用費 3,607         

工事請負費 4,730         

計 1,055,112 8,337 1,063,449 0 8,337

 8款 消防費

 1項 消防費

 2 非常備消防 17,785 150 17,935 0 150 10 需用費 150 消防団運営経費 150

費 需用費 150         

計 128,218 150 128,368 0 150

 9款 教育費

 1項 教育総務費

 2 事務局費 58,172 150 58,322 国庫支出金 0 75 13 使用料及び 150 小中一貫教育推進事業 150

75 賃借料 使用料及び賃借料 150         

 3 教育振興費 267,801 30 267,831 0 30 24 積立金 30 教育振興経費 30

積立金 30         

計 330,110 180 330,290 国庫支出金 0 105

75

 9款 教育費

 2項 小学校費

 1 学校管理費 208,379 2,138 210,517 0 2,138 10 需用費 2,138 小学校管理経費 2,138

区 分 金 額
説 明

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

9 教育費

- 56 -



(単位：千円)

節       

目

需用費 2,138         

計 301,393 2,138 303,531 0 2,138

 9款 教育費

 4項 社会教育費

 4 文化財保護 27,742 2,620 30,362 0 2,620 14 工事請負費 2,620 エコミュージアム普及推進事業 2,620

費 工事請負費 2,620         

 6 文化施設維 69,052 2,143 71,195 0 諸収入 10 需用費 2,143 文化施設維持管理経費 2,143

持管理費 2,143 需用費 2,143         

 9 図書館運営 99,265 1,320 100,585 0 諸収入 12 委託料 1,320 図書館サービス提供事業 1,320

費 1,320 委託料 1,320         

各種電算処理等委託 1,320                  

計 339,897 6,083 345,980 0 諸収入 2,620

3,463

 9款 教育費

 5項 保健体育費

 2 体育施設管 111,994 2,002 113,996 0 諸収入 10 需用費 2,002 体育施設管理経費 2,002

理費 2,002 需用費 2,002         

 4 小学校給食 291,467 5,010 296,477 国庫支出金 0 510 10 需用費 5,010 小学校給食提供経費 5,010

運営費 4,500 需用費 5,010         

 5 中学校給食 276,200 3,376 279,576 国庫支出金 0 376 10 需用費 3,376 中学校給食提供経費 3,376

運営費 3,000 需用費 3,376         

計 693,483 10,388 703,871 国庫支出金 0 諸収入 886

7,500 2,002

区 分 金 額
説 明

国道支出金 地 方 債 そ の 他

補正前の
額

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一般財源

9 教育費
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給与費明細書

債務負担行為に関する調書
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１  特別職 （単位：千円）

報酬 給料
期末手当
（年間支給率）

地域手当 寒冷地手当 その他の手当 計

10,397 退8,652 福18  公41

（3.25月分）

37,670

（3.25月分）

その他 27 12,116 12,116 12,116

計 52 105,176 25,685 48,067 351 179,279 36,236 215,515

10,397 退8,652 福18  公41

（3.25月分）

37,670

（3.25月分）

その他 27 12,116 12,116 12,116

計 52 105,176 25,685 48,067 351 179,279 36,236 215,515

長  等 0 0 0 0 0 0 0 退　0　福 0   公0

議  員 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0

備考         １  　　長等とは、市長、副市長及び教育長をいう。
                2

２  一般職

  （１）  総括 （単位：千円）

一般職員 会計年度任用職員 報酬 給料

(  55  ) (  443  ) 退 　92,269      福   1,302

461 33 公   3,753

(  55  ) (  437  ) 退 　92,269      福   1,302

461 30 公   3,753

(  0  ) (  6  ) 退　0　  福 　0

0 3 公  0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

27,524 55,380 65,116 142,990 4,263 40,080

27,185 55,380 65,116 142,990 4,263 40,080

339 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,600 29,000 0 0

0 2,600 29,000 0 0

0 0 0 0 0

3,728,434 4,486,368

11,360

757,934

759,7553,739,794

1,821比  較

3 25,685

議  員 22 93,060

1,895,041

職員数（人）

545,478

給 与 費 明 細 書

給 与 費

区分

補正後

補正前

　その他には、地方公務員法第３条第３項第１号の規定により、就任について 議会
（公平委員会委員３人、固定資産評価審査委員会委員３人、選挙管理委員会委員

比  較

区分

職員数(人）

長  等

共済費

計
共済費

備考

備考

合計

の選挙、議決又は同意を必要とする職に限定して給与費を記載した。
及び補充員８人、監査委員２人、農業委員会委員７人、教育委員会委員４人）

合計

160,769

6,197

職員手当の
内 訳

補正後

補正前

比  較

0

区分

補正後

1,388

817,404

比  較

補正後

40,483

40,483

62,404

寒冷地手当

0

期末勤勉手当

0

1,010

30,039

1,727

62,404 1,010

地域手当

1,289,642

1,287,915

職員手当

4,499,549

13,181

160,769

42,630

給 与 費

130,730

351 36,433

42,630

130,730

6,197

30,039

3

22

36,43325,685 351長  等

議  員 93,060

（    ）内は短時間勤務職員等の数（外数）

扶養手当

1,899,414550,738

818,792

補正前

補正前

5,260 4,373

区分
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  （ア）  一般職員 （単位：千円）

報酬 給料

退 　92,269      福   1,302

公   3,753

退 　92,269      福   1,302

公   3,753

退　0　  福 　0

公  0

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

25,505 55,380 65,116 142,728 4,263 40,080

25,505 55,380 65,116 142,728 4,263 40,080

0 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 2,600 29,000 0 0

0 2,600 29,000 0 0

0 0 0 0 0

  （イ）  会計年度任用職員 （単位：千円）

報酬 給料

通勤手当 住居手当 管理職手当
時間外勤務
手当

特殊勤務
手当

【参考】児童手当

2,019 0 0 262 0 0

1,680 0 0 262 0 0

339 0 0 0 0 0

宿日直手当 夜勤手当 休日手当 単身赴任手当 災害派遣手当

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

（    ）内は会計年度任用職員短時間勤務職員の数（外数）

（    ）内は再任用短時間勤務職員等の数（外数）

共済費 合計 備考

給 与 費 明 細 書

職員手当 計

3,647,222647,928補正後
(  55  )

1,164,748 2,999,294

区分 職員数（人）
給 与 費

461

補正前
(  55  )

1,164,748 2,999,294 647,928 3,647,222
461

0

00

1,834,5460

1,834,546

1,010

0

補正後

比  較
(  0  )

0 0

区分 期末勤勉手当

1,010

比  較 0

0
0

職員手当の
内 訳

区分 扶養手当 地域手当

補正後 62,404

補正前 62,404

0

696,179 40,483

比  較 0 0

696,179 40,483

寒冷地手当

補正前

比  較 1,388 0

64,868

4,373

区分 期末勤勉手当 寒冷地手当

補正後 122,613

補正前 0 0

0

補正前 121,225 0

比  較 0 0

13,181
3

5,260

職員手当の
内 訳

区分 扶養手当 地域手当

補正後 0 0

545,478 60,495

備考

839,146123,167

比  較
(  6  )

1,727 11,360 1,821

合計
職員手当 計

補正後
(  443  )

124,894 740,500 111,827 852,327
33

補正前
(  437  )

区分 職員数（人）
給 与 費

共済費

550,738

729,140 110,006
30
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  （２） 給料及び職員手当の増減額の明細 （単位：千円）

0 給与改定に伴う増減分 0

昇給に伴う増加分 0

その他増減分 0

0 制度改正に伴う増減分 0

その他増減分 0

  （３）給料及び職員手当の状況

   ア   職員１人当たり給与  （単位：円）    イ  初任給 （単位：円）

一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職 区                  分 学   歴 消防職 教育公務員 技能労務職

303,751 311,853 376,080 - 高校卒 150,600 150,600 -

322,435 333,984 384,820 - 大学卒 182,200 182,200 -

39歳9月 41歳2月 51歳8月 - 高校卒 - - -

302,585 313,421 373,800 - 大学卒 - - -

324,770 338,097 381,000 -

40歳2月 41歳5月 51歳4月 -

備考  再任用短時間勤務職員等を除く。

国   の   制   度

令和4年１月１日
現 在

令和3年１月１日
現 在

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

平均給料月額

平均給与月額

平  均  年  齢

備                                                       考説             明

北広島市の制度
182,200

150,600

182,200

区                      分

区               分

給               料

増    減    額

職     員     手     当

150,600

一般行政職

増    減    事    由    別    内    訳
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   ウ   級別職員数              （   ）内は再任用短時間勤務職員等の数及び構成比（外数）

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％） （人） （％）

(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
13 3.6 1 1.1 1 20.0 -                       -                       
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
39 10.8 9 9.8 2 40.0 -                       -                       
(3) (6.7) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
10 2.8 3 3.3 1 20.0 -                       -                       
(8) (17.8) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
125 34.7 40 43.5 - - - -
(31) (68.9) (4) (100) (-) (-) (-) (-)
91 25.3 16 17.4 1 20.0 -                       -                       
(3) (6.7) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
51 14.2 11 12.0 - - -                       -                       
(0) (0) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
31 8.6 12 13.0 - - - -                       
(45) (100) (4) (100) (-) (-) (-) (-)
360 100 92 100 5 100 - -
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
13 3.6 - - 1 20.0 -                       -                       
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
36 9.8 8 8.9 2 40.0 -                       -                       
(3) (7) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
15 4.1 3 3.3 1 20.0 -                       -                       
(3) (7) (1) (25) (-) (-) (-) (-)
131 35.7 41 45.5 - - - -
(35) (78) (4) (100) (-) (-) (-) (-)
80 21.9 16 17.8 - - -                       -                       
(8) (18) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
56 15.3 8 8.9 1 20.0 -                       -                       
(1) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-)
35 9.6 14 15.6 - - - -                       
(50) (100) (5) (100) (-) (-) (-) (-)
366 100 90 100 5 100 - -

（級別の基準となる職務）

区分

１級 定型的な業務を行う職務

２級 相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

３級 主任の職務

１　主査等の職務

２　困難な業務を処理する主任の職務

５級 課長等の職務

１　消防署長等の職務

２　困難な業務を処理する課長等の職務

１　部長等の職務

２　困難な業務を処理する消防署長等の職務

７級

６級

計

４級

３級

２級

１級

５級

教育公務員

２級

職 務 の 内 容

技能労務職

３級

５級

１級

計

一般行政職

４級

７級

６級

級

消防職

６級

７級

区       分

４級

令 和 ４ 年 １ 月 １ 日
現 在

令 和 ３ 年 １ 月 １ 日
現 在
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   エ   昇給   

合     計 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

１号給 1 0 1 0 0

２号給 30 22 5 3 0

３号給 5 5 0 0 0

４号給 371 292 78 1 0

88.3% 87.6% 91.3% 80.0% -

１号給 1 0 1 0 0

２号給 30 22 5 3 0

３号給 5 5 0 0 0

４号給 371 292 78 1 0

88.3% 87.6% 91.3% 80.0% -

 備考   職員数欄には再任用短時間勤務職員等を含まない。

   オ   期末手当・勤勉手当              （  ）内は再任用職員等の支給率

支給期別支給率 支給率

６月（月分） １２月（月分） 計

(1.125) (1.125) (2.25)

2.150 2.150 4.30

(1.125) (1.125) (2.25)

2.150 2.150 4.30

(1.125) (1.125) (2.25)

2.150 2.150 4.30

（ A ）

0
（ B ）

92 5

407 319

区        分 職制上の段階、職務の級等による加算措置

補　正　後 有

461 364 92

84 4

0

補
　
　
正
　
　
前

職員数
461 364

昇給に係る職員数

（ A ）

昇給に係る職員数

（ B ）

比率(B)/(A）

号給数別内訳

0

407 319 84 4 0

有

有

補　正　前

国の制度

5

区       分

補
　
　
正
　
　
後

比率(B)/(A）

号給数別内訳

職員数
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   カ   定年退職及び応募認定退職に係る退職手当              
２ ０ 年 勤 続 ２ ５ 年 勤 続 ３ ５ 年 勤 続 最 高 限 度 そ の 他 の

の者 の者 の者 加 算 措 置

（月分） （月分） （月分） （月分） 等

定 年 前 早

期 退 職 特

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例 措 置

（2%～45%加算）

定 年 前 早

期 退 職 特

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709 例 措 置

（支給率等） （2%～45%加算）

   キ   地域手当              

   ク   特殊勤務手当          
全職種 一般行政職 消防職 教育公務員 技能労務職

   ケ   その他の手当        

区       分

扶養手当

支給最高限度額 月額 27,000 円

家賃 支給額

(1)23,000円以下

(2)23,001～52,999円

(3)53,000円以上

交通機関等利用者 実費支給

交通用具使用者 通勤距離に応じて定額支給

手当の名称

(1)家賃－11,000円

0.0%

備     考

支給対象地域

支給率（％）

支給対象職員数（人）

区     分

札幌市 国への派遣等

（令和4年１月１日現在）

0.3%

異

住居手当

通勤手当

差      異      の      内      容

防疫作業手当　行旅死病人取扱従事手当  消防業務手当
野犬掃とう業務手当　災害応急対策等派遣手当

同

国の制度との異同

3%

2

20%

1

20%

東京都特別区に在勤する職員

0.0%

0.0%

1.3%

1.0%

区                  分

(3)27,000円

-

-

(2)（家賃-23,000円）×1/2+12,000円

支給対象職員の比率（％）

北広島市

0%

0

北海道内は札幌市に在勤する職員

3%

異

75.0%

給料総額に対する比率（％）

15.0%

国の指定基準に
基づく支給率（％）
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　　（単位：千円）

事　　　　項 限　度　額 　　　　　特　　定　　財　　源

期 間 金  額 期 間 金  額 国（道）支出金 地方債 その他

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
      又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　　　　

前年末までの  当該年度以降の 左  の  財  源　内　訳   

学童クラブ及び児童センター運営業務委
託

必要とする当該年
度の予算で措置す
る額

- -
 令和4
～
 令和7

支出（見込）額  支出（見込）額
一般財源

使用料その
他の施設に
係る歳入の
額

限度額から
国庫支出金
その他の施
設に係る歳
入を差し引
いた額

限度額に同
じ

国庫支出金
その他の施
設に係る歳
入の額
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